
第１ 中小企業の成長の後押し

１－③経営革新の促進

１－④販路開拓の促進

事業再構築による売上面での効果

EC市場規模の推移（ＢtoＣ） ECサイト等の活用※による感染症流行後の顧客数の維

持・増加への効果（ＢtoＣ）

★EC市場規模は拡大している
ブランドの構築・維持に取り組む中小企業の割合及びその取組の実施状況
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顧客や社会へのブランドメッセージの発信

自社ブランドの立ち位置の把握

ブランドコンセプト（ターゲットや提供価値）の明確化

従業員へのブランドコンセプトの浸透

ブランドコンセプトに基づく商品・サービスの開発

自社のブランド価値の評価・分析

自社ブランドの見直し・再構築

その他

★約4割の中小企業がブランド構築に向けて取り組んでいる

事業再構築の実施状況（業種別）新たに進出を検討している成長分野

（億円）

★ECサイト等の活用による顧客数維持・増加へ
の効果について、半数以上は効果があったと
回答している

★起業家の多くが身近な起業家の影響を受けている

１意欲的な取組の促進

１－①起業・創業の促進

１－②成長産業への参入

起業にあたり最も影響を受けた人

※設立5年以内のベンチャー企業が対象（n=136）

周囲に起業家がいる人の割合
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（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」 （出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

日本で起業が少ない理由
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失敗に対する危惧（起業に失敗すると再チャレンジが難しい等）

学校教育（勇気ある行動への低い評価、課題を探し出す教育などの欠如等）

身近に起業家がいない（起業という道を知らない等）

世間の風潮（失敗すれば白い眼、成功しても尊敬される程度が低い等）

家庭教育（安全・安定を求める親の思い、官庁・大企業への就職志向等）

その他

（％）

（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

効果が出る見込
みは薄い・既に
撤退している
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（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

既に効果が

出始めている
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※新たに成長分野に進出を検討している企業数と進出を検討していない企業数の合計値(n=1,429)に対する
回答の割合を集計している。

（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

取り組んで

いる

36.8％

取り組んで

いない

63.2％

※ここでいう「周囲に起業家がいる」とは、「過去2年に、新しくビジネスを始めた人

を知っている」とした2018年の割合を示す。

（％）

（％）

★日本は他国と比べて、起業家が身近にいる人の
割合が低い ★日本で起業が少ない要因として「失敗に対する危惧」や「学校教育」などが挙げられる

大いに効果
があった
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デジタル分野

行う予定はない１年以内に行う予定

サービス分野

物販系分野

★事業再構築は各業種で実施されており、特に宿泊業・飲食
サービス業で多い

★約35％の企業が事業再構築による
売上面での効果を既に実感している

n=648（「既に行っている」と回答した企業）

（出典）経済産業省「電子商取引に関する市場調査（2021年）」

※新型コロナウイルス感染症流行後（2020年2月以降）に事業再構築を行っているかについて聞いている。

★環境・エネルギー、医療機器・ヘルスケア、ＩＣＴ（ＡＩ・
ＩｏＴ、ロボット等）分野への進出検討が多い

（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」
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既に行っている

（％）

※設立5年以内のベンチャー企業が対象（n=130）

※販売・予約受付等

n=894

（％）

（出典）中小企業庁「2020年版中小企業白書」再編加工

（出典）中小企業庁「2021年版小規模企業白書」

n=1,896
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第１ 中小企業の成長の後押し

３研究開発力の強化

２産学官連携・企業間連携の促進 ３研究開発力の強化

２産学官連携・企業間連携の促進

デジタル化の取組状況 デジタル化の取組状況別に見た、デジタル化による取組効果 ＩＴ活用に取り組むうえでの課題（千葉県）

オープンイノベーションの取組の効果
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知識・ノウハウの蓄積に効果があった

新たな顧客ニーズの発見につながった

人材育成につながった

新規の技術開発や製品・サービス化に成功した

新たなアイデア・発想が生まれた

自社の強みや弱みの把握につながった

新事業領域や新種分野への進出につながった

社内の業務効率化につながった

既存領域での差別化につながった

その他の効果につながった

特段の成果は上がっていない

段階４：n=478、段階３：n=2,161、段階２：n=1,625

（出典）㈱東京商工リサーチ「中小企業の付加価値向上に関するアンケート（2019年）」再編加工

（％）

★コスト・人材面の課題のほか、「使いこなせない」「わからない」
といったＩＴに対する理解不足が課題となっている

★中小企業の売上高に占める研究開発費の
割合はほぼ横ばいで推移している

売上高に占める研究開発費の割合（業種別）

（出典）経済産業省「企業活動基本調査（2020年）」再編加工

１意欲的な取組の促進

１－⑤デジタル化への支援

感染症流行前
（2019年時点）

n=4,734

現在
（2021年時点）

n=4,718

段階４ デジタル化によるビジネスモデルの変革や競争力強
化に取り組んでいる状態（ＤＸに取り組んでいる）

段階３ デジタル化による業務効率化やデータ分析に取り組
んでいる状態

段階２ アナログな状況からデジタルツールを利用した業務
環境に移行している状態

段階１ 紙や口頭による業務が中心で、デジタル化が図られ
ていない状態

（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

※デジタル化の取組状況として「分からない」と回答した企業は除いている。
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営業力・販売力の維持・強化

技術力の維持・強化

顧客行動、市場の分析強化

財務基盤・資金調達力の維持・改善

市場や顧客の変化への対応

商品・サービスの高付加価値化

新商品・新サービスの開発力の維持・強化

（％）

県内における知的財産の相談支援件数

★感染症の影響でデジタル化は進展したが、いまだにデジタル化が十分に図られていない企業（段階1）も存在する
★デジタル化が進んでいる企業ほど、取組による効果が出ている

大学と民間企業との共同研究の実施件数及び研究費受

入額の推移
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（出典）文部科学省「大学等における産学連携等実施状況について

令和２年度実績」

（件）（百万円）
★産学連携による共同研究の実施件数と研究費
受入額は増加傾向にある

★企業間連携等によるオープンイノベーション
の取組には様々な効果が期待できる

（出典）千葉県産業振興課調べ

★知的財産の相談支援件数は増加傾向にある
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段階１
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導入費用の負担が大きい

ＩＴを導入する人材が不足している

導入したＩＴを使いこなせない（使いこなせるかわからない）

ランニングコストの負担が大きい

費用対効果の検討が遅れている

セキュリティ面が不安

何から手を付ければよいかわからない

相談する相手がいない

課題はない

その他

（出典）千葉経済センター「県内企業のＤＸ推進の現状と課題（2021年）」

n=252

（％）



１－③事業承継と事業再生への支援

第２ 中小企業の経営基盤の強化
１－② 円滑な資金調達への支援

２ＳＤＧｓの取組の促進 ３リスクマネジメントに係る支援

１ー①関係機関の連携による相談支援

１多様な経営課題への対応

２ＳＤＧｓの取組の促進 ３リスクマネジメントに係る支援

県内中小企業のＢＣＰ策定状況

ＢＣＰを策定したことによる効果

（出典）㈱帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する千葉県内企業の意識
調査（2021年）」再編加工

（出典）㈱帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する千葉県内企業の意識
調査（2021年）」再編加工

温室効果ガス排出量の把握状況

（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

県内企業の代表者の平均年齢の推移及び2021年に休廃業・解散した
県内企業の代表者の年代別構成比

事業承継における就任経緯別推移（千葉県）

（出典）㈱帝国データバンク「千葉県内企業の社長年齢分析（2020年）」再編加工

㈱東京商工リサーチ「2021年千葉県「休廃業・解散企業」動向調査 」再編加工

（出典）㈱帝国データバンク「後継者不在企業動向調査」（2021年・千葉県）再編加工

★中小企業の約8割強が自社の温室効果ガス排出量を把握していない

★ＢＣＰ（事業継続計画）を策定または策定中の県内企業の割合
は低い

分からない

★ＢＣＰ策定により、リスク意識が向上するだけではなく、業務の
定型化・マニュアル化も進んだ

★代表者の平均年齢は高齢化しており、企業の休廃業・解散
の選択に影響を及ぼしている

★事業承継に占める「内部昇格」や「Ｍ＆Ａ」などの割合が
増加しており、「脱ファミリー」の動きがある

公的な中小企業支援メニューや支援機関に今後強化してほしい経営課題の分野

営業・販路開拓（営業力・販売力の維持強化、国内の新規顧客・販路の開拓、
海外の新規顧客・販路の開拓）

商品・サービスの開発・改善（新商品・新サービスの開発、
商品・サービスの高付加価値化（ブランド化））

技術・研究開発（新技術開発、技術力の強化）

生産・製造（設備増強、設備更新、設備廃棄）

人材（人材の確保・育成、後継者の育成・決定）

ICT活用（業務プロセスの効率化、間接業務の削減、データを活用した戦略立案）

財務（運転資金の確保、設備投資資金の確保、コストの削減、借入金の削減）

その他（知的財産権の活用、企業間や産学連携、その他）

特になし

（出典）㈱野村総合研究所「中小企業の経営課題と公的支援ニーズに関するアンケート（2019年）」再編加工

★中小企業が支援機関等に解決を求める課題は多様化している
中小企業向け貸出残高の推移（金融機関別）

（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

（％）

★中小企業向け貸出残高は増加している ★コロナ融資による借入増加により、借入金の過剰感を感じている企業が増えている

借入金の過剰感

（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

（％）
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中小企業におけるＳＤＧｓの取組状況

★中小企業においても、ＳＤＧｓの取組への意識が高まっている
ものの、半数以下にとどまっている
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（n=9,389）

現在取組んでおり、
さらに進めたい

現在の取組み
を継続したい

（％）

今後、取組み
を検討したい

取組みたいが、具体的
に何をすればよいのか
わからない

今後も取組む
予定はない

（出典）中小企業庁「2022年版中小企業白書」

（n=5,677）
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策定を検討し
ている

策定していない

現在、策定中

策定している
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従業員のリスクに対する意識が向上した

業務の定型化・マニュアル化が進んだ

事業の優先順位が明確になった

取引先からの信頼が高まった

業務の改善・効率化につながった

調達先・仕入先が拡大した

実際の事業トラブルに遭遇し適切に対応できた

在庫の適正化につながった

調達コストの削減につながった

顧客が拡大した

その他 n=46
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